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第６章 農山漁村の活性化と共生・対流の促進

１．農村の現状と課題

平成22（2010）年における北陸地

域の農業就業人口は、169千人で10年

前(平成12年)と比べて107千人(38.8

％)減少しています。65歳未満でみて

も、10年前と比べて62千人(53.9％)

減少しており、65歳以上の占める割

合が平成12年が58.5％、17年が64.2

％、22年が68.5％と増加しています。

また、農業就業人口の平均年齢に

ついても、平成22年(2010)は67.3歳

と全国(65.8歳)と比べて高く、10年

前と比べてみると、5.3歳と農業者の

高齢化が進んでいることが伺えます

（図６-１）。

平成22(2010)年の北陸地域の総農業集落数は11,057集落で、10年前と比較して361(３

％)増加する一方、１農業集落当たり平均総戸数は108戸で10年前と比べて19戸(15％)減

少し、平均農家数は16戸で６戸(27％)減少しており、農家割合が17％から14％と低下し

ています（表６-１）。

また、北陸地域の小規模農業集落の割合の推移をみると、農業集落の総戸数（非農家

を含む。）が９戸以下の割合は、平成12（2000）年から平成22（2010）年までの10年間

で、山間農業地域で12ポイント上昇して25％に、中間農業地域でも４ポイント上昇して

12％となっています。同様に、総農家数が５戸以下の集落の割合についても、10年間で、

山間農業地域では19ポイント上昇して36％に、中間農業地域では12ポイント上昇して22

％になっています（図６-２）。

このように、中山間地域を中心とした農業集落の小規模化や農業者の高齢化の進展に

伴い、集落における生活や農業生産活動、農村地域の共同活動の継続が困難となってき

ています。

図６－１ 農業就業人口の推移(北陸)

注:( )は65歳以上の割合。

資料:農林水産省「農林業センサス」
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表６－１ １農業集落当たり平均戸数及び平均耕地面積(北陸)

資料:農林水産省「農林業センサス」

単位：戸、集落

農家 非農家

12年 238,789 10,696 127 22 105 17 83 29.7

22年 175,855 11,057 108 16 93 14 86 28.4

増減率(差)　 △26.4 3.4 △15.0 △27.3 △11.4 (△3) (3) △4.4

構成比(％)総農家数
総農業
集落数

区分
総戸数 農家数 非農家数

平均耕地
面積(ha)

１農業集落当り平均戸数
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資料:農林水産省「農林業センサス」
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図６－２ 小規模農業集落の割合の推移(北陸)
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２. 農業・農村のもつ多面的な機能

農業は、食料を供給する役割だけでなく、その生産活動を通じ、国土の保全、水源の涵養、
かんよう

生物多様性の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等、様々な役割を有しており、その役

割による効果は、地域住民をはじめ国民全体が享受しています。

また、農業は、農山漁村地域の中で、林業や水産業と密接な関係があり、農林水産業の

重要な基盤である農地、森林、海域は、相互に密接に関わりながら、水や大気、物質の循

環に貢献しつつ、様々な多面的機能を発揮しています（図６－３）。

このことについて、食料・農業・農村基本計画においては、「農村で農業が営まれるこ

とにより発揮される多面的機能の恩恵は、都市部に住む人々を含め、全ての国民が広く享

受しており、こうした価値に思いを致す必要がある」としています。

このようなことから、農業・農村がこれら多面的機能を十分発揮できるよう農業・農村

の持続的な発展、農山漁村の活性化等に努めていくことが必要です。

図６－３ 農業・森林・水産業の有する多面的機能

資料：日本学術会議答申を踏まえ農林水産省で作成
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３．農業・農村の活性化に向けた取組

（１）農村社会基盤の整備

活力ある農村を目指して農村環境整備等を実施

ア．農村の環境整備

農村地域は食料の生産の場、地域住民の生活の場であるとともに、国土の保全等多面的

機能が発揮される場でもあります。しかしながら、北陸地域の都市近郊農村等においては

非農家の流入等により混住化が問題となっているとともに、中山間地域の農村においては、

過疎化、高齢化等の進行により地域活力が低下しつつあります。

このような状況の中で、各自治体では、地域自主戦略交付金を活用して、活力ある農村

を目指して農村環境整備が進められています（表６－２）。

表６－２ 農村環境整備の実施状況（2013年度） （単位：地区）

資料：北陸農政局調べ

イ．農業集落排水施設の整備

農村社会における混住化の進行、生活様式の高度化、農業生産様式の変化等による農村

の水環境を巡る状況の変化に対応して、農村地域における資源循環の促進を図りつつ、農

業用用排水路の水質保全、農業用用排水施設の機能維持又は農村生活環境の改善を図るこ

とを目的とした農業集落排水事業が進められています。

本事業により、平成24（2012）年度末までに北陸地域の農業集落排水の整備が完了した

人口は44万人、整備の対象となる人口に対する割合は88％（全国83％）となっています（表

６－３）。

表６－３ 農業集落排水施設の整備率（2013年3月末現在） (単位：千人、％)

資料：農林水産省調べ

区分 新潟県 富山県 石川県 福井県

集落基盤整備事業 3 1 1 1

地域用水環境整備事業 1 2 0 1

計 4 3 1 2

全国 北陸 新潟県 富山県 石川県 福井県

整備対象人口① 3,427 438 188 94 68 88

整備完了人口② 2,829 387 162 85 61 79

整備率（②／①） 83 88 86 90 91 91
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（２）農地・農業用水等の資源や環境の保全と長寿命化（農地・水保全管理支払交付金）

地域共同の取組を積極的に実施

農地・水保全管理支払交付金は、国民共有の財産である農地、農業用水等の資源や農村

環境を守り、質を高める地域共同の取組を支援していくために、平成19（2007）年度に創

設された「共同活動支援交付金」と、農地周りの水路や農道等の修復・更新など施設の長

寿命化の取組を支援するものとして、23（2011）年度に創設された「向上活動支援交付金」

で構成されています(図６－５)。

北陸地域における共同活動の取組は、全81市町村のうち78市町村で行われており、25

（2013）年度における農振農用地面積に対する地域の共同活動の取組面積の割合は49％と、

全国平均35％を上回っています。

また、向上活動の取組は68市町村で行われており、25（2013）年度における農振農用地

面積に対する取組面積割合は約20％と、全国平均９％を上回っています（表６－４）。

(図６－４)農地・水保全管理支払交付金の概要

資料：農林水産省

表６－４ 管内の取組状況（2014年2月末現在）

資料：北陸農政局調べ

注：１) 農振面積は2005年農林業センサス農山村地域調査の農振農用地区域内の耕地面積に農業振
興地域土地利用統計（H17.3.31時点）の採草牧草地を加えた面積。

２) 取組面積は、県別面積の小数点以下を四捨五入している関係で、合計値と一致しない。

新 潟 県 富 山 県 石 川 県 福 井 県 北 陸 計

27協議会 13協議会 1協議会 17協議会 58協議会

77,284 27,706 14,674 26,499 146,163

1,000 718 207 671 2,596

47.0 49.4 37.5 68.8 49.0

32,897 6,189 2,404 17,544 59,033

443 162 57 455 1,117

20.0 11.0 6.2 45.5 19.8

　　取組面積（ha）

　　取組活動組織数

取組面積／農振面積(％)

地域協議会数

［共同活動支援］

　　取組面積（ha）

　　取組活動組織数

取組面積／農振面積(％)

［向上活動支援］



- 152 -

（３）地域活性化プロジェクトの推進

農山漁村地域の活性化を図るため、国は、県又は市町村が作成した定住者や滞在者の増

加等を通じた農山漁村の活性化を図る計画(以下「活性化計画」という。）の実現に必要な

施設整備を中心とした総合的な取組について、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金に

より支援しています。

北陸農政局では、平成19（2007）年度に「農山漁村活性化支援窓口」を設置し、県、市

町村等からの活性化に関する相談に対応するなどの取組も行っています。その結果、19（2

007）年度から25（2013）年度までに累計で64市町村において200の活性化計画が策定され、

各地域の自主性と創意工夫による地域活性化のための取組が進められています。

【農山漁村活性化プロジェクト支援交付金を活用した施設整備事例】

新潟県佐渡市の佐渡新穂地区では、トキが飛翔可能な大型ゲージの中で、より自然に近
さ ど し

い環境を再現したトキの生態を観察できる施設（都市農山漁村総合交流促進施設）を整備

し、都市と農村の交流人口の増加を図っています。（25年3月30日オープン）

【交流促進施設オープン】 【トキの生態観察の様子】

（４）中山間地域等の活性化

生産基盤整備や生活環境整備等の様々な取組により活性化を支援

ア．中山間地域の生産条件整備

北陸地域では、平野の外縁部から山間に至る中山間地域の活性化を図るため、農山漁村

地域整備交付金を活用し、地域の農業生産基盤、農村生活環境の整備を総合的かつ一体的

に行い、地域の立地条件に適合した活力ある農業の確立と住み良い農村づくりを目指し、

中山間地域総合整備事業が32地区で実施されています。また、中山間地域等においては、

農業の担い手の高齢化や労働力不足を原因とする耕作放棄地の増加が課題となっています

が、耕作放棄に伴う悪影響を除去し、優良農地の保全を図る農地環境整備事業も10地区で

実施されています（表６－５）。
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表６－５ 中山間地域の基盤整備の実施状況（2013年度） （単位：地区）

新潟県 富山県 石川県 福井県 農政局計

中山間地域総合整備事業 17 2 8 5 32

農地環境整備事業 10 0 0 0 10

計 27 2 8 5 42

資料：北陸農政局調べ

イ．中山間ふるさと・水と土保全対策事業等の実施

里地や棚田地域の多面的機能の良好な発揮のためには、これまで述べた中山間地域総合

整備事業等による諸施設の整備とあわせて、里地や棚田あるいは農業用施設の保全等の地

域住民活動の活性化を図ることが重要となっています。

このため、地域住民活動を推進する人材の育成及び住民組織が行う保全活動等を支援す

る「中山間ふるさと・水と土保全対策事業（基金）」が、35市町村（新潟県11、富山県12、

石川県12）で実施されています。

ウ．中山間地域等直接支払交付金の実施

中山間地域等の農業の生産条件が不利な地域において、適切な農業生産活動等の継続を

つうじて耕作放棄の発生を防止し、中山間地域等の有する水源の涵養、洪水防止等の多面
かんよう

的機能を確保する観点から、「中山間地域等直接支払交付金」が平成12（2000）年度に創

設されました。

22（2010）年度からの第３期対策では、高齢化の進行にも配慮し、農業生産活動等を継

続するための共同でのサポート体制の取り決め等の要件を新設するなどの見直しが行われ

ています。また、23（2011）年度からは離島の平地等の条件不利地が、24（2012）年度か

らは東日本大震災に伴う津波により条件不利地となった農用地が、傾斜地と同等の支援対

象となるよう拡充されているほか、25（2013）年度からは、新たに本制度の実施集落が未

実施集落と連携して当該地域の活性化を担う人材の確保に向けた取組を行う場合に、加算

措置（集落連携促進加算）が創設されています。

北陸地域における本制度の実施状況（25（2013）年度見込み）は、66市町村において

2,093協定が締結され、３万2,858haの農用地において、耕作、維持管理等の農業生産活動

が行われています（表６－６）。

表６－６ 中山間地域等直接支払交付金の実施状況（2013年度見込み）

資料：北陸農政局調べ
注：1)2014年１月末現在で取りまとめた概数値。
2)下段( )書きについては、2012年度の取組実績（2013.3.31現在）。
3)合計については、四捨五入の関係で一致しない場合がある。
4)新潟県については、佐渡市の平地等の農用地を含む。

新潟県 富山県 石川県 福井県

996 66 21 12 16 17

(993) (66) (21) (12) (16) (17)

28,007 2,093 965 326 502 300

(27,849) (2,082) (959) (326) (498) (299)

683,095 32,858 20,858 4,625 4,898 2,477

(682,404) (32,724) (20,808) (4,619) (4,842) (2,455)

交付面積

（ha）

全　国 北　陸

交付市町村数

協 定 数
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本制度を活用して耕作放棄地の発生防止、多面的機能の確保及び将来に向けた農業生産

活動等の継続的な実施体制の整備等、地域の状況に応じた取組が行われています。

○新潟県十日町市 上山・朴木沢・市之越
とお か まち し うわやま ほ き ざわ いち の こし

－将来に繋げる広域統合と外部人材確保への取組－

第１期対策から各集落毎に協定を締結し、活動

を行ってきたが、高齢化の進行等の課題の解決た

め、平成24年度に３集落の協定を統合しました。

統合に際し、協定農用地の拡大（98ha）を図り、

機械・農作業の共同化を推進しました。

また、「集落連携促進加算」を活用し、地域活性

化を担う人材の確保に向けた、受入体制の整備等

の取組も実施しています。

○富山県魚津市 黒谷・山女
うお づ し くろだに あけ び

－支えあう２集落が連携した共同活動、共用菜園づくり－

高齢化や鳥獣被害の増加に対応すべく第２期対

策から取組を開始し、その際、対象農用地が３ha

と少なく高齢化もより進行していた山女集落を黒

谷集落が支援し、連携した取り組みを進めていく

こととしました。

総延長４kmにも及ぶ水路の草刈りやイノシシ対

策としての電気柵を水田15haに設置する取組を実

施しています。また、サルによる自家菜園の食害

対策として電気柵を設置した集落共用菜園の設置

等の取組も実施しています。
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※

４．都市と農山漁村の共生・対流の推進

（１）都市と農山漁村の共生・対流に向けた各地の取組状況

管内の20団体が新たな交付金を活用して子ども農山漁村交流プロジェクト等に取り組む

農林水産省では、都市と農山漁村の共生・対流を通じた農山漁村における所得や雇用の

増大を図ることを目的として、平成25（2013）年度に「都市農村共生・対流総合対策交付

金」を創設し、集落が他の集落、市町村、ＮＰＯ法人等の多様な主体と連携して行う、農

山漁村の持つ豊かな自然や食を観光、教育、健康等に活用する地域の手づくり活動を支援

しています。

25(2013)年度は、北陸農政局管内で20団体がこの交付金を活用して、地域資源を活用し

たグリーン・ツーリズム、子ども農山漁村交流プロジェクト等に取り組んでいます。

地域において都市農村交流活動に取り組むに当たっては、①活動の核となる組織・人材

及びこれのサポート体制が確立しているなど推進体制（活動の継続性）が確保されている

こと、②活動の目的やコンセプトが明確・的確になっており、関係者や地域住民全体の共

通認識として共有されていること、③ターゲットを明確にしたＰＲ、コーディネーター等

による適切な都市と地域のマッチング等効果的な情報発信を行うことなどが重要となって

います。

一方、過疎化や高齢化が進む農山漁村地域では、人材の確保に苦慮していたり、活動を

継続していくための十分な予算の確保ができないなどといった課題を抱えている地域も多

くあります。

こうした中、北陸農政局では、これまでに農林水産省の交付金を活用して都市農村交流

活動に取り組み、現在も活動を継続している団体等に対して、活動に当たって工夫してい

ることや苦労していることなどの聞き取り調査（25（2013）年７月～11月）を行いました。

この調査結果（表６－７）については、現在、活動を行っている、あるいはこれから活

動を行おうとしている団体等に対して情報提供をしているところです。

先例の経験を自身の活動に活かすことは有益です。このため北陸農政局では、今後、都

市農村交流活動に取り組んでいる団体等間のネットワークを構築するなど、こうした情報

が関係者間で共有できる仕組みづくりを行うこととしています。

※：子ども農山漁村交流プロジェクトとは、農山漁村での宿泊体験を通じて子どもたち（小学生）の生きる力を育成し、

「コミュニケーション能力」、「自主性・自立心」、「学習意欲」等を向上させる取組や都市と農山漁村の交流の創出によ

る農山漁村地域の再生や活性化を図る取組で、平成20年度から農林水産省、文部科学省及び総務省が連携して実施。

表６－７ 地域における都市農村交流活動取組状況聞き取り調査結果（概要）

項 目 団体等の取組状況

現在の ・新たに活動拠点施設を整備した。

活 動 ・東京都内の学生や京都の商店街と体験・ＰＲイベントによる交流を始めた。

状 況 ・ＮＰＯ法人をコーディネーターとして活動を拡大しており東京都内の大学のスポーツ合宿を誘致できた

・関係団体と連携して小麦の実証栽培を開始した。

・都市部のブロガーと親交を深め、ブロガーによる口コミで当地域のファンが広がり、訪問客も増加して

いる。



- 156 -

(つづき)

項 目 団体等の取組状況

現在の ・25年度から「マイ農家」（生産者と消費者の提携直販）に取り組み、モニターツアーでは８組が当地区を

活 動 れ、うち４組が「マイ農家」の取組を始めている

状 況 ・地域内で、当初は取組に理解が得られない住民がいたが、現在は全戸がイベントに協力してくれている。

・地域資源の食・農・器を活用し、地場野菜を使った活動を行い各種表彰を受けるとともに、新商品を開

発した。空き家等を活用し８人の定住者を確保した

・独自のネットワークを使って商品企画や情報発信（ＷＥＢ等）を行ったことにより、イベントが定着し

各種ツアーの企画や集客が図られるようになった。

現 在 ・活動の継続に向けて、高齢化が進む団体の若返りが急務である。

抱えて ・活動参加者間で意識の温度差が顕著になり、継続が難しい事業が出てきた。

い る ・安定的な収入の確保が出来ず、予算不足となっている。

課 題 ・より大きな成果を上げるためには、スキルのあるアドバイザー的な人材の確保が必要である。

・事務局スタッフの確保やスキルアップが必要である。

・都市部から遠隔地であるため、訪問客のアクセス（交通及び宿泊）コストをどう押さえ利益を増やすか

が課題である。

・活動メンバーそれぞれが本業を持っており、協議会としてまとまっての話し合いや活動の時間を作るこ

とに苦慮している。

・協議会の営業力の向上が必要である。

・活動が地域全体に認知・浸透されておらず、特定の事業者や生産者の活動となっている。

・協議会の役員が中心になり活動を行っているが、サポート体制が確立していない。

・若いメンバーが中心となっているが、人数が少なく一人一人の負担が大きい。また、不慣れであったり

経験や知識が乏しいといった部分も多い。

・活動を行うほどに、行政の支援の必要性を感じている。

課題を ・地元のイベントに出展するなど、地域に積極的にＰＲし、地域に密着した活動を行うことにより、地域

解 決 住民の幅広い参画・協力が得られるよう努めている

するた ・地元、企業、大学等が行うイベント、プロジェクト等周辺事業と積極的に連携し、交流人口の増加を図

め の っている。

取 組 ・体験講師等を地域の高齢者等地域住民にお願いするなど、地域住民が参画する機会を確保している。

・最初に都市部のニーズを的確に掴むことにより、フィールドとしての地域の活かし方が見えてくる。

・「始めにターゲットありき」で、そのターゲットに併せた戦略を地域で考えている。

・ホームページの制作に当たっては、単なる事業紹介ではなく、興味を持たせ、潜在的なニーズを掘り起

こすような内容とすることに努めている。

・地域外から入られた女性ならではの視点で、地域の資源・情報を見つけていただいている。

・受入窓口の一本化により訪問側のニーズに円滑に応えている。

・訪問客の増加ばかりを狙うのではなく、取組の目的と照らし合わせて、参加者の性質をしっかりと見極

めることを大切にしている。

・行政に頼らない、しかしながら行政が応援したくなるような地域づくりを目指している。

・コンセプトが都市住民にとって魅力あるものであっても、アプローチを上手く行えないと誘客につなが

らず、付加価値を付けた提案を考えている。

・店頭だけでなく、一歩踏み込んだ生産現場を見せ

ることで、根強いファンの確保に努めている。
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資料：北陸農政局調べ

都市農村共生・対流総合対策交付金を活用した取組

－山笑い協議会（石川県白山市）－
はくさんし

里山地域の多様な主体が連携し、地域資源

を活用した各種イベントの開催やグリーン＆

カルチャーツーリズムを展開し、交流・定住

人口の増加、雇用の創出等による地域の活性

化を図っています。

ピザ焼き体験 地域通貨製作作業

（２）市民農園の開設状況

市民農園は、主として都市住民がレクリエーション等を目的として農作業を行う施設を

いい、北陸地域では、平成25（2013）年3月31日現在で138か所（全国4,092か所）が開設

されています（表６－８）。

表６－８ 市民農園開設数・面積

資料：農林水産省調べ

注：「特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律」及び「市民農園整備促進法」に基づき開設された

ものである。

 全　国 2,396 520 897 279 4,092 1,363

 北　陸 79 27 27 5 138 88

新潟県 30 6 10 0 46 40

富山県 14 5 3 1 23 8

石川県 29 8 7 2 46 32

福井県 6 8 7 2 23 7

合　計
面　積
（ha）

区　分
 地方
 公共団体

 農業
 協同組合

農業者
企業、NPO
等
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（３）豊かなむらづくり全国表彰事業の実施

本事業は、農林水産祭の表彰行事の一部門として、農山漁村におけるむらづくりの優良

事例の表彰と、その業績発表を行うことにより、むらづくりの全国的な展開を推進し、地

域の連帯感の醸成やコミュニティ機能の強化を図り、農林漁業及び農山漁村の健全な発展

に資することを目的として、昭和54（1979）年度から実施されているものです。

平成25（2013）年度は、農事組合法人ファーム大島(富山県射水市）が内閣総理大臣賞
のう じくみあいほうじん おおしま い み ず し

及び農林水産大臣賞を、穴沢集 落（新潟県魚沼市）、打越製茶農業協同組合（石川県加賀市）
あなざわしゆうらく うおぬまし うちこしせいちゃのうぎょうきょうどうくみあい か が し

及び河和田東部美しい山里の会（福井県鯖江市）が北陸農政局長賞を受賞しました。
か わ だ と う ぶうつくしいやまざと かい さ ば え し

内閣総理大臣賞及び農林水産大臣賞を受賞した農事組合法人ファーム大島は、都市化の

進展により農地の転用の増加や耕作放棄地の発生、若年就農者不足などが進行し、地域農

業の継続が危惧されるようになったことから、持続可能な農業・経営を目指す地域の３営

農組合が合併し、平成16年２月に設立されました。

「組合員に大きな負担をかけず、楽しみながら消費者に喜んでもらえる安全で安心な農

作物を作り続ける」、「地域住民と一緒に考え、情報共有し、農業振興に貢献する」、「いろ

んな面で地域貢献していく」を経営理念に掲げ、再生産が可能な農業の展開をむらづくり

のベースとしながら、地域の景観美化や地域住民とのふれあい活動に積極的に取り組んで

います。

農業生産面では、水稲の乾田Ｖ溝直播栽培技術の導入などによる省力・低コスト化の推

進により、生産費の大幅なコスト縮減を達成し、従来の２年３作体系に枝豆やチュ－リッ

プ球根を組み込むなど複合化にも力を入れ、農業所得の拡大を図っています。

また、後継者の確保や人材育成を図るために、機械オペレーターの60歳定年制の導入や

独自の作業マニュアルの作成、３名１班体制での技術の直接継承及び機械操作の資格取得

に対する技術・経済援助を行っています。

生活・環境整備面では、地域におけるコミュニティ活動の強化を図るため、公共施設等

周辺での除草や花の植栽など環境美化・景観形成活動を積極的に行い、大島地域の農村環

境のイメージアップに大きく貢献しています。

また、地域住民の農業・農村への理解を深めるため、児童等を対象とした田植え・収穫

体験の実施や、ひまわり迷路を設置するなど、幼少より自然や農業にふれあう機会を提供

し、将来の後継者の芽を育む地道な活動を行っています。

農事組合法人ファーム大島では、今後も経営理念を忘れることなく、地域と共生する持

続的な農業法人を目指して、地域に根付いた営農活動を継続していくこととしています。

小学生の田植体験乾田Ｖ溝直播栽培 ひまわり迷路の設置
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５．里地里山の保全と活性化の取組

（１）世界農業遺産（ＧＩＡＨＳ）＊１に関する取組

ア．世界農業遺産国際会議の開催

各国の世界農業遺産認定地域の知識や経験の交換及び新たな地域認定の機会として

国連食糧農業機関（ＦＡＯ）が２年に一度開催している国際フォーラム（世界農業遺

産国際会議）が、平成25年５月29日～６月１日に石

川県七尾市で開催されました。会議では、日本の３

地域（静岡県掛川周辺地域、熊本県阿蘇地域、大分
かけがわ あ そ

県国東半島宇佐地域）を含む６地域が新たに世界農
くにさき う さ

業遺産に認定されました。また国際機関や各国政府

代表が参加する講演やシンポジウム、能登･佐渡の

現地視察なども行われ、しめくくりには、認定され

た地域の活力が維持されるべきことや、認定地域間

の結びつきを促進すること等を目的とする「能登コ

ミュニケ」＊２が採択されました。

コラム ～海外からの農村視察～

北陸農政局では、国際会議の開催に合わせ、各国政府

代表が参加する農村視察を行いました。輪島市三井地区

では、里山の土地に根ざした学びの場づくりを行ってい

る「まるやま組」による生きもの調査などの取組を、地

域の方々や子供達と一緒に歩いて体験し、七尾市中島町

の能登演劇堂では、地域の未来を担う地元の子供達が取

り組んでいる環境学習の英語での発表を、熱心に聞きま

した。

＊１世界農業遺産（GIAHS）とは

世界農業遺産（Globally Important Agricultural Heritage Systems:GIAHS）は、社会や環境に適応

しながら何世紀にもわたり発達し、形づくられてきた農業上の土地利用、伝統的な農業とそれに関わ

って育まれた文化、景観、生物多様性に富んだ、世界的に重要な地域を次世代へ継承することを目的

として、2002年（平成14年）に国連食糧農業機関（FAO、本部：イタリア・ローマ）が創設した仕組み

である。

＊２能登コミュニケとは

世界農業遺産国際会議の成果として、以下５点の勧告等を内容とする「能登コミュニケ」が全会一致

で採択されました。

１．ＧＩＡＨＳ認定サイトでは、定期的なモニタリングが行われ、その活力が維持されるべきである。

２．農業遺産の保全や、世界の食料安全保障及び経済発展への貢献を促進するため、さらにＧＩＡＨＳサイトを

漸進的に認定すること。

３．特に開発途上国において、現場での事業及び取組を促進することにより、ＧＩＡＨＳを動的に保全すること。

４．既存のＧＩＡＨＳは、開発途上国におけるＧＩＡＨＳ候補地が認定されるよう支援すること。

５．先進国と開発途上国の間のＧＩＡＨＳサイトの結びつきを促進すること。

世界農業遺産国際会議の様子
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イ．認定地域（佐渡・能登）の動き

北陸農政局管内では、平成23年に、新潟県佐渡地域の「トキと共生する佐渡の里山」

の取組と、石川県能登地域の「能登の里山・里海」の取組が、世界農業遺産に先進国

として初めて認定されています。

認定後、両地域が関係を深めるため、平成24年５月に「能登・佐渡里山里海連携会

議」が設立されました。平成25年10月には第２回会合が開催され、子どもや農業者の

交流の強化や観光連携を推進していくことを確認しました。

さらに、佐渡・能登両地域に加え、新たに認定され

た３地域も含めた全国組織である「Ｊ－ＧＩＡＨＳネ

ットワーク会議」設立総会が、平成25年11月に石川県

珠洲市で開催されました。設立総会では、体験型見学
す ず し

会(エクスカーション)や、国内認定５地域からのプレ

ゼンテーション等を内容とした記念ワークショップが

行なわれ、今後の連携の機運が高まりました。

Ｊ－ＧＩＡＨＳネットワーク会議の様子

北陸農政局では、両地域を過疎化の進行、農林水産業就業者の高齢化、担い手の不

足といった厳しい状況から地域の活性化を図るモデルとして捉え、①農地・水保全管

理支払交付金、②中山間地域等直接支払制度、③食と地域の交流促進対策交付金、④

都市農村共生・対流総合対策交付金、⑤農山漁村の６次産業化の推進等、あらゆる制

度・事業を通じて、農林水産業振興を支援しています。

（２）トキの野生復帰に関する活動

トキの野生復帰後の生息環境、特に主な餌場となる水田や水路の環境整備に関して、

関係機関が連携して取組を推進するため、平成20(2008)年から環境省等の行政機関、

地域農業者及び研究機関で構成する「トキの野生復帰に係る農業･農地戦略検討会議」

（事務局：北陸農政局）を設立し、様々な取組を行ってきました。

取組開始から５年、現在、野生下のトキの数は90羽を超えています。また、上記の

佐渡地域の世界農業遺産への認定に当たっては、「トキとの共生」をキャッチフレー

ズとした生物多様性保全型農業が大きな要素となりました(表６－９)。

表６－９ 野生下のトキの個体数（平成26年２月現在）

放鳥トキ ８６ 羽

野生下 平成24年生まれ ７ 羽

野生下 平成25年生まれ ４ 羽

計 ９７ 羽

資料：環境省 水田で羽を休めるトキ
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（３）里地里山の環境配慮施設の維持についての調査検討

環境配慮施設の維持管理が全国的な課題となっていることから、北陸農政局では、

ほ場整備に併せて水田魚道等の環境配慮施設を整備した福井県小浜東部地区をモデル

として、その機能を持続的に維持するための管理体制や方法を確立するための調査を

行っています。この中では、環境を活用し生産物の付加価値をいかに高めるかや、企

業の社会的責任（ＣＳＲ）達成の観点を持った地元の企業や地域のＮＰＯ等との維持

管理に関する連携を、地元と一緒に検討しています。

環境配慮施設：水田魚道

企業との連携のイメージ

小浜東部
地区

生産

組合

子供会

農地・
水団体

町内会

土地改
良区

参加の機会を提供

企業

活動への参加


